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S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5
中学校学卒 60.2 61.4 63.9 64.8 64.3 64.5 65.5 65.7 67.0 66.3 65.2 66.7
高校卒 37.7 40.9 40.5 39.3 41.9 46.2 48.7 47.2 45.1 41.8 39.7 40.3


























































































総　計 50 79 101 151 208 217 214 201 187 181 170 178 183
15


















18～19歳 38 38 16.7 7.7 － －
20～24歳 64 66 45.9 50.5 64.9 53.0
25～29歳 86 86 67.3 68.8 80.1 64.6
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総数 ０～14歳 15～64歳 65歳以上 ０～14歳 15～64歳 65歳以上
1960年 94,302 28,434 60,469 5,398 30.2 64.1 5.7
1970 104,665 25,153 72,119 7,393 24.0 68.9 7.1
1975 111,940 27,221 75,807 8,865 24.3 67.7 7.9
1980 117,060 27,507 78,835 10,647 23.5 67.4 9.1
1985 121,049 26,033 82,506 12,468 21.5 68.2 10.3
1990 123,611 22,486 85,904 14,895 18.2 69.7 12.1
1995 125,570 20,014 87,165 18,261 16.0 69.5 14.6
2000 126,926 18,472 86,220 22,005 14.6 68.1 17.4
2005 127,768 17,521 84,092 25,672 13.8 66.1 20.2
2009 127,510 17,011 81,493 29,005 13.3 63.9 22.7
2010 128,057 16,803 81,032 29,246 13.2 63.8 23.0




























（PETRA：Action programme for the vocational training of young people and their 
preparation for adult and working life）
　若年者の高い失業状況に対応し，若年者の初期訓練に関する新たな基準設定促進。
②　ユース・フォー・ヨーロッパ計画　　1988年開始　　教育



























15～19歳 20～24歳 15～19歳 20～24歳 15～19歳 20～24歳
Ｅ Ｕ １ ５ カ 国 74.0 26.1 79.2 31.0 82.5 36.9
ベ ル ギ ー 87.7 28.1 91.7 34.7 87.5 37.5
デ ン マ ー ク 84.7 41.4 88.6 44.2 82.3 50.0
ド イ ツ 88.7 31.6 87.4 32.5 93.0 39.1
ギ リ シ ャ 72.3 26.1 74.6 28.1 80.0 29.2
ス ペ イ ン 67.2 29.2 74.2 32.3 79.1 41.8
フ ラ ン ス 81.6 21.9 80.6 33.3 93.2 42.5
ア イ ル ラ ン ド 74.1 19.5 78.9 25.1 83.7 30.1
イ タ リ ア 67.1 23.3 72.7 27.5 74.1 35.1
ルクセンブルグ 73.8 20.9 77.7 26.5 83.8 36.5
オ ラ ン ダ 84.4 41.9 90.1 50.1 88.1 49.8
オ ー ス ト リ ア － － － － 81.1 32.8
ポ ル ト ガ ル 46.0 21.5 58.8 25.5 73.4 40.2
フ ィ ン ラ ン ド － － － － 87.2 42.9
ス ウ ェ ー デ ン － － － － － －
英 国 64.7 20.0 70.6 24.3 － －











1985 1990 1991 1992 1993 1994 1995
ベ ル ギ ー 23.0 21.2 14.9 16.2 21.8 24.2 24.4
デ ン マ ー ク 11.2 7.9 11.6 12.7 13.8 11.0 10.2
ド イ ツ 10.3 7.8 5.9 6.4 7.9 8.7 8.8
ギ リ シ ャ 21.9 22.2 22.9 25.2 26.8 27.7 27.9
ス ペ イ ン 47.8 46.3 31.1 34.6 43.4 45.0 42.4
フ ラ ン ス 25.4 24.4 21.5 23.4 27.3 29.0 27.0
ア イ ル ラ ン ド 24.2 24.9 22.4 24.4 25.2 23.3 21.8
イ タ リ ア 29.4 30.0 26.1 27.2 30.4 32.2 33.2
ルクセンブルグ 6.7 6.1 3.2 4.0 5.4 7.3 7.1
オ ラ ン ダ 13.1 13.7 8.3 8.5 11.1 11.7 12.5
オ ー ス ト リ ア －－－ －－－ 6.1 5.8 6.3 5.7 5.6
ポ ル ト ガ ル 20.0 18.8 8.8 10.1 12.9 15.1 16.6
フ ィ ン ラ ン ド 9.7 10.2 14.5 25.2 33.3 33.6 29.9
ス ウ ェ ー デ ン 7.1 6.7 7.8 13.6 22.6 22.6 19.4
英 国 18.5 18.3 14.3 16.7 17.9 17.0 15.9
Ｅ Ｕ １ ５ カ 国 21.9 21.1 16.4 18.1 21.3 22.0 21.5
日 本 4.5 4.3 4.5 4.4 5.1 5.5 6.1
米 国 17.2 11.2 13.4 14.2 13.3 12.5 12.1
（注38）1990年以前は，旧東ドイツは入っていない。日本及び米国の1985年該当欄の数字は，1983年のもの。また，米
国は若年者を16～24歳で取っている。














1960 1265.9 743.1 446.6 36.3 19.4 20.4 ― ― 54.8
1965 1331.9 752.4 468.0 37.7 23.7 45.5 ― 5.0 57.7
1970 1268.7 724.9 419.5 38.1 20.2 56.4 7.2 2.4 53.4
1975 1328.9 634.0 504.7 33.0 46.0 103.2 7.3 0.9 48.5
1976 1316.6 611.2 510.4 37.4 43.9 106.6 6.8 0.9 46.6
1978 1517.3 692.0 614.9 45.2 51.7 104.7 7.8 1.0 50.6
1980 1715.5 786.9 702.3 46.8 53.8 114.3 7.6 1.0 53.8
1982 1675.9 764.7 665.5 49.6 58.3 128.5 8.4 0.8 52.2
1984 1800.1 841.1 693.2 53.2 69.2 132.4 9.9 1.0 59.0
1985 1831.3 874.6 687.5 53.4 72.6 131.5 10.6 1.1 62.9
1986 1805.2 882.2 657.8 50.2 73.1 129.9 11.0 1.1 66.5
1987 1738.7 866.0 617.8 44.6 71.7 125.1 12.8 0.8 68.9
1988 1658.0 827.2 577.9 38.5 67.3 133.6 12.9 0.6 71.5
1990 1476.9 756.4 486.9 29.7 63.4 130.3 9.7 0.4 74.8
＊ 連邦旧州を対象としている．1990年度の数値はこれにあらたに新州となった地域の数値256,000人の訓練
生数を加えなければならない（計1,732,000人となる）．




























































  エンプロイアビリティ（employability）ⅲ，機会平等（equal opportunities）



























































うか。 ILOの若者の就業に対する施策では次のように触れている。  
（1）労働の需給など全体的にバランスの取れた政策の必要性
（2）持続的で高い経済成長
（3）無償で質の高い公立の初等・中等教育や職業訓練への投資
（4）教育行政機関 
①　読みや書きなどの基本的な技能を授与する。
②　学生が就労をするに当たっての基礎を授与する。
③　産業，労使関係に関する知識などを早い段階からカリキュラムに組み込む。
④　労働市場のニーズに合った教育内容を追求する。
　以上の４つのうち（1）から（3）までは，前述したとおり経済社会と関連があるが，（4）の
教育について，少し触れておきたい。
　最近，キャリア教育として特に取りざたされているが，進路指導にかかるフレームワークが
学校の役割であることは，教育学では古くから言われており，生徒指導の一環としての意味合
いも持っている。（4）の①から④についても自明と言えよう。学校教育の中で，将来の職業観
を醸成するための根本として大きな課題となるのは，特に小学校や中学校の義務教育と，高等
学校では学校生活が心身ともに健全な生活を送ることができる環境にあるか否かではないだろ
うか。
佐々木：若年労働市場の問題に関する一考察50
　昨今，いじめの問題が深刻化し，いじめに遭い苦悩の結果，不登校になったり自ら命を絶っ
たりする児童生徒が増えている。そのような環境下で，自己の将来について建設的に考えるこ
と自体に無理があると切実に思う。さらに，教育現場では，触法少年や虞犯の児童生徒を防止
することで犯罪に陥る少年を減少させることが肝要であり，それがなされなければ，健全な職
業観など少年は持つすべもない。キャリア教育の根底に生徒指導が存在することを忘れてはな
らない理由がそこにある。
　岐阜県可児市では，2012年秋，全国初のいじめ防止対策としての条例を作成した。これは，
学校を中心に増加の一途をたどるいじめを看過できない状況になったことによる。NPOや
可児市が中心となって定めたものであり，教育委員会を通じて学校との連携もはかられている。
およそ半年が経過した現時点の成果について，市の担当者を訪問し直接尋ねたところ，子ども
たちのいじめに対する防止の意識が高まりを見せており，また，子どもばかりではなく市民全
体にわたり，同様に意識が強くなったという。全市をあげていじめ防止に取り組む姿勢が，多
くの人の心を動かしたのであろう。
　もちろん，このことがすぐに若者の就業意識に直結するわけではないが，徐々に変化をして
いくことが期待される。
　以上，若者の雇用について，いくつかの視点から述べてきた。経済の回復につれて，若者の
雇用も促進が図られると企業経営者は言う。しかし，それを待っていては若者の就業の改善に
は程遠い。もっと強い政策を要するのではないだろうか。若者の雇用を促進するためには，何
か一つの要素では不足である。上記であげたILOの施策のとおり，労働市場の構造的要因もき
わめて大きな問題である。それと同時に学校教育が果たさなければならない問題も多い。それ
らが，別物として動くのではなく，互いを理解した上で連携をする必要がある。また，保護者
や本人の不断の努力も大切だ。そのように関係者が一体となって若者の雇用促進を図っていく
覚悟が，今の社会に求められているのではないだろうか。我が国の若者ばかりではなく，我が
国に在住する外国人にも世界各国の若者にも，若者が，自らの望む仕事を自らの望む働き方が
できるような社会を希求している。それは，未来の社会を担うたいせつな存在だからである。
１．本稿は，本学北方圏学術情報センターの助成を受けた研究です。
２．いじめ防止条例について，可児市役所の担当者に話を伺いました。ご親切な対応に感謝申
しあげます。
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【注】
ⅰ　ヴォルフ・ディートリッヒ・グライネルト『ドイツ職業社会の伝統と変容』寺田盛紀監訳
　晃洋書房，1998年
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ⅲ　エンプロイアビリティ：雇用されうる能力とも言われるが，雇用を維持するための教育・
訓練と労働市場に入る際の準備のことである。
ⅳ　起業家精神：若者の起業や小企業育成がある。アントレプレナーシップ Entrepreneurship
ⅴ　雇用創出：さまざまな雇用対策が望まれた。
